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1.はじめに 研究目的

3

国際協力による
気候変動対策の費用対効果

1

2国間クレジット制度
(JCM)

効果分析

削減「量」の
観点から分析

2

地球環境ファシリティ
(GEF)

費用対効果分析

削減「量」と「費用」の
観点から分析



2019年6月及び7月 欧州 仏-46℃、独-42.6℃と各地で最高気温を更新。

2018年6月～8月 東日本-平均気温が統計開始以降、最も高くなった。

西日本-数日間大雨が続き、総雨量が1982年以降の豪雨災害

時の雨量と比べて極めて大きいものとなった。

パリ協定 概要)気候変動に関する2020年以降の枠組み。

2015年の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議

(COP21)において採択。

目的)世界平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃に保つ。

1.5℃が努力目標。

特徴)全締約国が遵守義務国。

1.はじめに 研究背景

気候変動による影響の深刻化

「パリ協定」採択
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2.市場メカニズム

他国における削減を、自国の削減としてカウントするメカニズム。

活用について、京都議定書では、認められていたが、パリ協定では、未だに

曖昧な立場にある。

5

パリ協定の実施指針
「パリ・ルールブック」

採択

しかし

市場メカニズムの
実施指針
決定ならず

パリ協定

市場メカニズムについて
明記

(第6条)

市場メカニズムの
実施指針
合意ならず

現状、国際協力による
削減は各国の削減目標
(NDC)にカウントする
ことは出来ない

COP21 COP24 COP25



2.市場メカニズム JCM

❖2国間クレジット制度(JCM)

先進国が途上国へ優れた低炭素技術の普及を通じ温暖化対策に貢献。

それと同時に排出削減への貢献を適切に評価して、先進国の削減目標の達
成に活用する、という日本が提案し、実施している市場メカニズム。

日本

日本の削減目標
達成に活用

パートナー国

JCM事業

測定・報告・検証

温室効果ガス
排出削減

優れた低炭素技術の普及

両国代表者からなる合同
委員会で管理・実施

クレジット

出典：環境省(2019)に基づき作成。6



2.市場メカニズム JCM

インドネシア

15

ベトナム

14

タイ

5

モンゴル

4

バングラデッシュ

3

パラオ

3

カンボジア
1

ラオス
1

モルディブ
1

サウジアラビア
1

JCM締約国
JCM登録済み事業
国別事業数

JCM登録済み事業実施国

JCM資金支援事業実施国

計48事業

出典：JCM Official Website及びIGES(2019)に基づき作成。
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3.費用対効果分析 JCM

廃棄物
熱利用

省
エネルギー

交通

コジェネ
レーション

再生可能
エネルギー

JCM事業
分野

REDD+

JCM資金支援事業

途上国が森林減少の抑制により排出量を減少
させた場合や森林保全により炭素蓄積量を増加
させた場合に先進国が途上国への経済的支援を
実施するメカニズム

REDD+
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3.費用対効果分析 JCM

総削減量 年間削減量

総削減量

①廃棄物・熱利用
②コジェネレーション
③再生可能エネルギー

年間削減量

①廃棄物・熱利用
②コジェネレーション
③省エネルギー

JCM登録済み事業 削減量

Add Your Title
JCM登録済み事業

出典：ibid.に基づき作成。9



3.費用対効果分析 JCM

JCM資金支援事業 削減量

年間削減量

①REDD+

②廃棄物・熱利用
③再生可能エネルギー

計99事業

JCM資金支援事業

出典：ibid.に基づき作成。10



3.費用対効果分析 GEF

❖地球環境ファシリティ(GEF)

1992年に全世界における環境問題への取り組みを支援するために設立。

多国間協力のスキーム。

費用対効果分析

削減量(tCO2e)/事業費用(円)

省エネ 再エネ REDD+
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3.費用対効果分析 GEF

GEF事業 費用対効果
GEF事業

削減量

①REDD+

②再生可能エネルギー
③省エネルギー

費用対効果

①REDD+

②省エネルギー
③再生可能エネルギー

出典：GEF Official Websiteに基づき作成。12



3.費用対効果分析 GEF

13

REDD+

Text
省エネ

再エネ

Text

費用対効果

2,622円

特徴
費用が低い

3,730円
太陽光:2,900円
風力 :4,458円

特徴
費用は高いが削減量が多く
耐用年数が長い

追加便益

エネルギーアクセス・
エネルギー自給率向上

113円

特徴
削減量が多く
耐用年数が長い

追加便益
生態系・生物多様性の保全
水源涵養、生計向上

REDD+

省エネ

再エネ



4.結論 JCMとGEFの比較

廃棄物・熱利用

コジェネレーション:削減量が多い。GEFではほとんど実施されていない。

多くのJCM設備補助事業の費用対効果:1,000円以下。

同事業全体:約3,500円。『環境省(2016)』

国内温暖化対策事業の費用対効果:6,904円。『電力中央研究所(2016)に基づき算出』

JCM事業のほとんどは、国内事業及びGEFの省エネルギー事業や再生

可能エネルギー事業よりも費用対効果が高い、という推測が成り立つ。

費用対効果

費用対効果

削減量
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4.結論 政策への示唆

省エネルギー 再生可能エネルギー

REDD+ コジェネレーション 廃棄物・熱利用

国際メカニズム

REDD+：突出して費用対効果が高く
削減量が多い

コジェネレーション
廃棄物・熱利用：削減量が多い

省エネルギー ：費用対効果が高い

再生可能エネルギー：削減量が多い

異なる特徴を生かし、両者を
適切に組み合わせて実施するべき

国際協力による削減分はNDCに
カウントされるべき

締約国はCOP26において国際メ

カニズムを正式に認可・推奨す
るべき

京都議定書の約束期間が2020年に終了

JCMの費用対効果は高い

JCMは日本・パートナー国・締約国全体
どれにとってもメリットがある

REDD+、コジェネレーション、
廃棄物・熱利用事業を優先的に
実施するべき
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